
年代 経済社会の主な出来事
科学技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝに関連する主な

出来事
科学技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝに関

連する概念/報告書

科学技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ政策等
科学と社会

欧米 日本

1900
：

第一次世界大戦(’14-’18)

世界大恐慌(’29-’33)

T型ﾌｫｰﾄﾞの大量生産開始(’08)

国際学術研究会議(IRC)設立(’19)

国際科学会議（ICSU)設立(’31)
科学研究費助成事業の

創設(’39)

1940 ﾔﾙﾀ会議(’45)

第二次世界大戦終結(’45)

国際連合設立(’45)

日本国憲法施行(’47)

中華人民共和国成立(’49)

原子爆弾の開発・投下(’45)

世界初の実用電子ﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾋﾟｭｰﾀ完成(’46)

ﾄﾗﾝｼﾞｽﾀ発明(’48)

湯川秀樹が日本人初のﾉｰﾍﾞﾙ賞受賞(’49)

米：ﾌﾞｯｼｭ報告書
「科学・果てしなきﾌﾛﾝﾃｨｱ」(’45)

1950 朝鮮戦争(’50)

ｻﾝﾌﾗﾝｼｽｺ講和条約発効(’52)

自由民主党長期政権開始(’55)

日本が国際連合に加盟(’55)

高度経済成長ｽﾀｰﾄ

DNA二重らせん構造の発見(’53)

ﾀﾞｰﾄﾏｽ会議(AIの登場、’56)

第一回ﾊﾟｸﾞｵｯｼｭ会議(’57)

ソ連ｽﾌﾟｰﾄﾆｸ１号打上げ(’57)

第1次AIﾌﾞｰﾑ(ﾊﾟｰｾﾌﾟﾄﾛﾝ）(’58)

米国で大陸間弾道ﾐｻｲﾙ実戦配備(’59)

厚生科学研究費補助金

制度(’51)

1960
日米安全保障条約締結(’60)

公害問題深刻化

ｷｭｰﾊﾞ危機(’62)

日本がOECDに加盟(’64)

東京ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ(’64)

日本のGNPが世界第２位(’68)

核不拡散条約（NPT）(’68)

大学紛争(’68)

ﾍﾞﾄﾅﾑ戦争の泥沼化

東海道新幹線開通(’64)

ｱﾎﾟﾛ11号による世界初有人月面着陸(’69)

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの原型ARPANET構築開始(’69)

「沈黙の春」(ﾚｲﾁｪﾙ･ｶｰｿﾝ、’62)

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ普及論(ﾛｼﾞｬｰｽ、’62)

ﾊﾟﾗﾀﾞｲﾑ論(ｸｰﾝ、 ’62)

欧：欧州共同体(EC)設立(’67)

1970 大阪万博(’70)

ﾌﾞﾚﾄﾝ･ｳｯｽﾞ体制終結(’71)

米中接近（ﾆｸｿﾝ訪中）(’72)

沖縄返還(’72)

第一次石油ｼｮｯｸ(’73)

ﾛｯｷｰﾄﾞ事件(’76)

第二次石油ｼｮｯｸ(’79)

国連人間環境会議(ｽﾄｯｸﾎﾙﾑ会議）(’72)

遺伝子組み換え技術の確立(’73)

ｱｼﾛﾏ会議(’75)

世界初のPC・AppleⅡ発売(’77)

ｽﾘｰﾏｲﾙ島原子力発電所事故(’79)

ﾄﾗﾝｽ･ｻｲｴﾝｽ概念の登場(ﾜｲﾝ

ﾊﾞｰｸﾞ、’72)

「成長の限界」(ﾛｰﾏｸﾗﾌﾞ、’72)

ｼﾞｬﾊﾟﾝ･ｱｽﾞ･No.1（ｳﾞｫｰｹﾞﾙ、’79)

米：大気浄化法(ﾏｽｷｰ法)(’70)

米：環境保護庁(EPA)設立(’70)

1980 ｲﾗﾝ･ｲﾗｸ戦争(’80)

日米経済・技術摩擦

ﾌﾟﾗｻﾞ合意(’85)

急激な円高の進展

国鉄分割民営化(’87)

ﾍﾞﾙﾘﾝの壁崩壊(’89)

消費税３％導入(’89)

ｽﾍﾟｰｽｼｬﾄﾙ初号機打上げ(’81)

IBM産業ｽﾊﾟｲ事件(’82)

米国SDI(戦略防衛構想計画)開始(’83)

つくば科学万博(’85)

第2次AIﾌﾞｰﾑ(ﾊﾞｯｸﾌﾟﾛﾊﾟｹﾞｰｼｮﾝ法(’86))

ﾁｪﾙﾉﾌﾞｲﾘ原子力発電所事故(’86)

ｽﾍﾟｰｽｼｬﾄﾙﾁｬﾚﾝｼﾞｬｰ号事故(’86)

気候変動に関する政府間ﾊﾟﾈﾙ(IPCC)設立

(’88)

米国企業が日本ﾒｰｶｰに相次ぎ特許訴訟

ﾋﾄｹﾞﾉﾑ計画開始(’89)

「経済変動の進化理論」(ﾈﾙｿﾝ、

ｳｨﾝﾀｰ’82)

連鎖ﾓﾃﾞﾙ(ｸﾗｲﾝ、’86)

ﾅｼｮﾅﾙ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ｼｽﾃﾑ(NIS)

（ﾌﾘｰﾏﾝ、’87)

「OUR COMMON FUTURE」(国
連、’87)

欧：ﾌﾚｰﾑﾜｰｸﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(FP)(’84)

米：ﾔﾝｸﾞﾚﾎﾟｰﾄ(競争力評議

会、’85)

科学技術振興調整費
(’81)

ERATO(’81)
第五世代ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・ﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄ(’82-’92)

STAﾌｪﾛｰｼｯﾌﾟ制度
（’88）

社会経済動向における科学技術イノベーションを巡る動きについて～年表

国家主導による
科学の体制化

科学と技術
の融合

公害問題

成長の限界

ﾄﾗﾝｽ・ｻｲｴﾝｽ

日本学術会議設立(’49)

米：全米科学財団（NSF）設立(’50)

米：NASAおよびDARPA設立(’58)

科学技術会議設置(’59)

公害対策基本法制定(’67)

大気汚染防止法制定(’68)

国際競争力問題

米：ﾊﾞｲ･ﾄﾞｰﾙ法(’80)

科学技術庁科学技術政策研究所
(NISTEP)設立（’88）

科学技術庁設置(’56)

「経済発展の理論」(ｼｭﾝﾍﾟｰﾀ-

、’12)

研究交流促進法制定(’86)

郵政省電波研究所設立(現NICT)(’52)

国立防災科学技術ｾﾝﾀｰ設立(現NIED) (’63)

金属材料技術研究所設立(現NIMS)(’56)

特殊法人理化学研究所設立(現RIKEN)(’58)

(株)科学研究所設立(’48)

(財)理化学研究所設立(’17)

海洋科学技術ｾﾝﾀｰ設立(現JAMSTEC)(’71)

東京大学宇宙航空研究所設立(現JAXA) (’64)

航空技術研究所設立(現JAXA) (’55)

宇宙開発事業団設立(現JAXA) (’69)

原子燃料公社設立(現JAEA)(’56)

商工省工業技術庁設立(現AIST)(’48)

国立公害研究所設立(’74)

新ｴﾈﾙｷﾞｰ･産業技術総合開発機構(特
殊法人新ｴﾈﾙｷﾞｰ総合開発機構から改
称) (’88)

放射線医学総合研究所設立(現QST/NIRS)(’57)

米： SBIR法(’82)

無機材質研究所設立(現NIMS)(’66)

特殊法人新ｴﾈﾙｷﾞｰ総合開発機構
(NEDO)設立(’80) 

欧：欧州石炭鉄鋼共同体(ECSC)

設立(’52)
欧：欧州原子力開発機構（CERN）

設立(’52)

欧:Joint Research Centre設立(’59)

ﾃﾞｭﾎﾟﾝ社研究者ﾅｲﾛﾝを発明(’35)

新制国立大学発足（学制改革）(’49)

米：国防教育ローン創設(’58)



年代 経済社会の主な出来事
科学技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝに関連

する主な出来事
科学技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝに関

連する概念/報告書

科学技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ政策等
科学と社会

欧米 日本

1990 ﾊﾞﾌﾞﾙ経済崩壊

ｿﾋﾞｴﾄ連邦崩壊(’91)

欧州連合（EU)発足(’93)

地下鉄ｻﾘﾝ事件(’95)

世界貿易機構(WTO)設立(’95)

ｱｼﾞｱ経済危機(’97)

World Wide Web 登場(’91)

日本でｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽの民間開放
(’93)
ﾛｼｱ参加の国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝ計画
開始(’93)

Amazon創業(’94)

英国でBSE問題発生(’96)

COP３で京都議定書採択(’97)

ﾁｪｽ試合でｺﾝﾋﾟｭｰﾀが勝利(’97)

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ特許成立(’98)

Google創業(’98)

ﾌﾞﾀﾞﾍﾟｽﾄ宣言採択(’99)

ｸﾗｽﾀｰ理論（ﾎﾟｰﾀｰ、’90)

中央研究所の終焉（ﾛｰｾﾞﾝﾌﾞﾙｰ

ﾑ、’96)

破壊的ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ(ｸﾘｽﾃﾝｾﾝ、’97)
地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ｼｽﾃﾑ(RIS)
（ｸｰｸ、’98)

米：情報ｽｰﾊﾟｰﾊｲｳｪｲ構想
(NII)（’93)
欧：ﾏｰｽﾄﾘﾋﾄ条約発効によ
り欧州連合(EU) 創立(’93)

米：報告書「未来への扉を
開く」(米国下院科学委員
会、’98)

ﾋｭｰﾏﾝ・ﾌﾛﾝﾃｨｱ・ｻｲｴﾝｽ・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

(’90 )

未来開拓学術研究推進事業(’96)

中小企業技術革新制度(SBIR)(’98)

ﾌﾟﾚﾍﾞﾝﾁｬｰ事業(’99)

2000 中央省庁等再編(’01)

ｱﾒﾘｶ同時多発ﾃﾛ(’01)

国連が責任投資原則(PRI)を提唱

(‘06)

日本総人口が戦後初の減少(’06)

ﾘｰﾏﾝｼｮｯｸ(’08)

G20ｻﾐｯﾄ初の開催(’08)

民主党へ政権交代(’09)

行政刷新会議（事業仕分け)(’09)

SARSの世界的流行(’03)

ﾋﾄｹﾞﾉﾑ計画完了(’03)

Twitterｻｰﾋﾞｽ開始(’06)

ﾋﾄiPS細胞の作成に成功(’07)

iPhone発売(’07)

ＩＴＥＲ協定発効(’07)

第３次AIﾌﾞｰﾑのはじまり

ｵｰﾌﾟﾝ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ（ﾁｪｽﾌﾞﾛｰ、’03)
ﾎﾞﾄﾑ・ｵﾌﾞﾋﾟﾗﾐｯﾄﾞ（ﾌﾟﾗﾊﾗｰﾄﾞ、’04)
「ﾊﾟﾙﾐｻｰﾉ・ﾚﾎﾟｰﾄ｣（競争力評議
会、’04)

「ｵｰｶﾞｽﾃｨﾝ・ﾚﾎﾟｰﾄ」（全米ｱｶﾃﾞﾐｰ
ｽﾞ、’05)

ﾄﾘﾌﾟﾙﾍﾘｯｸｽ（ﾍﾝﾘｰ・ｴﾂｺｳｨｯﾂ、
’08)

産業ｸﾗｽﾀｰ計画(’01)

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝﾌﾟﾗｻﾞ・ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｻﾃﾗｲﾄの
設置(’01)

知的ｸﾗｽﾀｰ創成事業(’02)

戦略的創造研究推進事業(’02)

大学発ﾍﾞﾝﾁｬｰ創出推進事業(’03)

大学知的財産本部整備事業(’03)

技術移転支援ｾﾝﾀｰ事業(’03)

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ・ｼﾞｬﾊﾟﾝ-大学見本市-
(’04)

RISTEX設置(’05)

先端融合ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出拠点形成ﾌﾟ
ﾛｸﾞﾗﾑ(’06)

情報大航海ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(’07)

ＷＰＩ (’07)

SATREPS (’08)

FIRST（’09）

SICORP (’09)

2010 中国のGDPが世界第2位(’10)

東日本大震災(’11)

東京電力福島第1原発事故(’11)

ｱﾗﾌﾞの春(’11)

自由民主党へ政権交代(’12)

国債等1000兆円超え(’14)

国連でSDGｓ採択(’15)

米・ｷｭｰﾊﾞ国交回復(’15)

伊勢志摩G7ｻﾐｯﾄ(’16)

英国EU脱退へ(’16)

米国ﾄﾗﾝﾌﾟ政権誕生(’17)

国際宇宙ｽﾃｰｼｮﾝ完成(’11)

ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ活用の本格化(’12)

ｹﾞﾉﾑ編集技術の普及(’13)

ｴﾎﾞﾗ熱の世界的流行(’14)

Industrie4.0概念の世界的普及(’14)

COP21でﾊﾟﾘ協定採択(’15)

ﾀﾞﾎﾞｽ会議で「第４次産業革命」を議

論(’16)

米国ﾄﾗﾝﾌﾟﾊﾟﾘ協定離脱宣言(’17)

「The OECD Innovation Strategy-
Getting a Head start on 
Tomorrow」 (OECD、 ’10)

「Better Life Index」 (OECD、 ’11
～) 

「The Innovation for Inclusive 
Growth」(OECD、 ’13)
「21世紀の資本」(ﾋﾟｹﾃｨ、’13)

「The Innovation Imperative
 :Contributing to Productivity, 
Growth and Well-Being」
(OECD、 ’15)

地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ戦略支援ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(’

11)

戦略的国際標準化加速事業(’12)

官民ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ促進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(’12)

START(’12)

COI STREAM (’13）

ＩｍＰＡＣＴ (’13)

大学等ｼｰｽﾞ・ﾆｰｽﾞ創出強化支援事
業(’13)

SIP (’14)

ﾘｻｰﾁｺﾝﾌﾟﾚｯｸｽ推進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(’15)

OPERA(’16)

未来社会創造事業(’17)

米国競争力法(’07)

ARPA-E創設(’09)

欧：ﾘｽﾎﾞﾝ戦略 (’00)

欧：ﾊﾞﾙｾﾛﾅ目標(’02)

欧：FP7 開始(’07-’13)

欧：Europe 2020 (’10)

欧：Horizon 2020 (’14-20)

米国ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを国家戦略（競
争力の源泉）①人材、②投資、
③社会ｲﾝﾌﾗ

グローバル化

Europe 2020
①賢い成長（ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ、教
育、ﾃﾞｼﾞﾀﾙ社会）
②持続可能な成長
③全体的成長（雇用、貧困
対策）

サイバー空間
拡大

インターネット

第１期科学技術基本計画(’96-’00)
：制度改革、政府投資拡充

第２期科学技術基本計画(’01-’05)
：戦略重点４分野、競争的資金倍増、
知的ｸﾗｽﾀｰ

第３期科学技術基本計画(’06-’10)
：国家基幹技術、世界トップクラス拠点30

第４期科学技術基本計画(’11-’15)
：課題達成型

第５期科学技術基本計画(’16-’20)：
Society5.0

総合科学技術会議設置(’01)

科学技術基本法制定(’95)

国立大学法人化(’04)

研究開発力強化法(’08)

日本版ﾊﾞｲ･ﾄﾞｰﾙ条項(’99)

産業競争力強化法(’14)

大学等技術移転促進法(TLO制度)(’98)

ものづくり基盤技術振興基本法(’99)

知的財産基本法(’02)

長期戦略指針「ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ25｣(’07)

科学技術ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ総合戦略(’13) （毎
年作成）

総合科学技術･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ会議（総合
科学技術会議から改組）(’14)

米国競争力ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ (’06)

科学技術振興事業団設立(’96)

JST研究開発戦略ｾﾝﾀｰ設立(’03)

JSPS学術ｼｽﾃﾑ研究ｾﾝﾀｰ設立(’03)

(独)宇宙航空研究開発機構設立(現
JAXA)(’03)

ネットビジネスの
興隆

日本医療研究開発機構(AMED)設立(’15)

:「科学と社会」と関連の深い事項

持続可能な開発

特定国立研究開発法人の設置(’16)

官民ﾃﾞｰﾀ活用推進基本法(’17)

格差の拡大

ソーシャルメディ
アの台頭

阪神・淡路大震災(’95)

指定国立大学法人の指定(’17)

SDGSと第4次産
業革命


